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本日御議論いただきたいこと

 一般的な財物と異なり、容易に貯蔵できない電力の瞬時の需給バランスを確保するための仕組み
として、2016年４月の小売全面自由化を機に、従来の実同時同量制度に代わり、計画値同時
同量制度が導入された。

 計画値同時同量制度の下では、発電事業者や小売事業者が実需給１時間前（ゲートクロー
ズ時点）に提出する計画と実際の発電・需要実績との差分（インバランス）は、一般送配電事
業者が調整力電源を用いて調整されている。

 他方、現状の市場には様々な課題があり、それぞれ課題の解決に向け議論を進めてきたところ、
本日は、課題とその解決に向けた議論の状況を改めて課題を俯瞰し、今後更に検討を進めるべき
課題と方向性について御議論いただきたい。

• 市場参加者に対して適切なインセンティ
ブが働かず、インバランスを発生する方
が利益となる場合がある。

• 2019年4月より、定数項K,Lによる補正を実施。

• 2021年度以降（需給調整市場開設後）のインバラ
ンス料金制度の在り方を検討中。

【小売前面自由化後の主な課題】

• FIT特例①では、実需給断面で大きなイン
バランスが発生する可能性が非常に高く、
インバランス削減インセンティブが十分
に働いていない。

• 卸電力市場の市場停止・再開基準や市場
停止時のインバランス精算ルールが未整
備。

【これまでの主な議論】

• FIT特例①の通知時間を、前々日16時に加えて、前
日6時にも行うこととした。

• 北海道胆振東部地震の教訓を踏まえ、卸電力市場
の市場停止・再開基準や市場停止時のインバラン
ス精算ルールの在り方について議論中。
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１-１．適正な需給メカニズムを働かせるためのインバランス料金制度の在り方（短期対応）

 市場参加者に対し、インバランス料金によって需給一致を促すインセンティブが十分に働かない場合
があることに鑑み、短期的な取組として、不足インバランスを発生させた事業者に対するインバランス
料金を高くし、余剰インバランスを発生させた事業者に対するインバランス料金を低くするよう、2019
年4月からインセンティブ定数（K,L）が導入された。

 2019年4月～9月のインセンティブ定数の値は、前年度同期（2018年4月～9月）のインバランス
実績をもとに、インセンティブ強度に応じた水準と一般送配電事業者のインバランス収支改善効果の
試算を行った上で、以下の３つの観点から検討した結果、不足側のインセンティブを90%、余剰側
のインセンティブを90%とする水準に設定された。

① 逆インセンティブの発生の抑制により、不足／余剰とも、一定のBGの行動を変化を促すことが
期待できる水準であること

② 一方で、定数の加減算という簡便な補正手段を採用することにかんがみ、不足／余剰とも、
過度に大きなインバランス料金の変動を及ぼさないこと（スモールスタート）

③ 一般送配電事業者のインバランス収支が概ね均衡することが期待できること
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（参考） 第14回電力・ガス基本政策小委員会
（2018.12）事務局資料

K, L設定の具体的方法について①（K, Lによるインセンティブの強度）

 2018年4月～2018年9月のインバランス実績をもとにした、各エリアにおけるインセンティ
ブ強度に応じた定数の値は以下のとおり。

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 沖縄

不足側

現行のインセンティブがある
コマ率 64％ 77％ 77％ 78％ 77％ 77％ 77％ 77％ 75％ 99％

インセンティブ
コマ率の上昇に
応じたKの値の

変化
（円/kWh)

100% 18.77 20.23 20.22 47.85 47.85 47.85 47.85 47.85 20.99 0.14 

90% 2.98 0.59 0.64 0.27 0.28 0.28 0.28 0.28 0.43 0.00 

80% 1.24 0.03 0.04 0.03 0.05 0.05 0.05 0.05 0.14 0.00 

70% 0.38 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

余剰側

現行のインセンティブがある
コマ率 63％ 81％ 81％ 74％ 74％ 74％ 74％ 74％ 72％ 92％

インセンティブ
コマ率の上昇に
応じたLの値の

変化
（円/kWh)

100% 31.65 21.63 21.64 17.43 17.43 17.43 17.43 17.43 22.66 1.88

90% 1.49 0.20 0.17 0.68 0.68 0.69 0.68 0.68 0.83 0.00

80% 0.77 0.00 0.00 0.19 0.19 0.19 0.19 0.19 0.31 0.00

※北海道エリアについては、「平成30年北海道胆振東部地震」の影響により、インバランス料金の特例措置により
精算を行った期間の実績を除く。
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（参考） 第14回電力・ガス基本政策小委員会
（2018.12）事務局資料

K, L設定の具体的方法について③（インセンティブ定数の決定）

 17～18頁に提示したインセンティブ強度と収支改善効果をもとに、 15頁に示した３つ
の観点からインセンティブ定数を検討する。

 まず、観点①(一定の行動を促すインセンティブを付与すること)より、不足側・余剰側とも
にインセンティブは90％以上とすることが適当。

 次に、観点②(過度に大きなインバランス料金の変動を及ぼさないこと)より、余剰側・不
足側ともにインセンティブ強度を100％とすることは適当ではない。

 最後に、観点③(一般送配電事業者のインバランス収支が概ね均衡すること)より、不足
側及び余剰側のインセンティブを90％とすると、一般送配電事業者全体の収支試算は
151億円となるところ、①2017年度の一般送配電事業者のインバランス収支が既に約
274億円の赤字となっていること及び、②インバランスの補正に伴う収支への二次効果が
プラスにもマイナスにも働き得ることを踏まえれば、収支の観点からも一定の合理性がある
と考えられる。

 したがって、10頁に示した、一定量以上のインバランス収支を系統利用者へ適切
に利益還元を行う仕組みを検討することを前提として、不足側のインセンティブを

90％、余剰側のインセンティブを90％とすることとしてはどうか。
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 需給調整市場が開設される2021年度以降の中長期対応については、本小委員会において方
向性を検討し、需給調整市場の取引価格を参照する（一定の場合には卸電力取引価格を参
照して算定する）こととした。

 詳細な制度設計については、電力広域的運営推進機関の協力を得つつ、電力・ガス取引監視
等委員会において検討いただき、前回の本小委員会で御報告いただいたところ。

 需給ひっ迫時におけるインバランス料金など、更なる詳細について、引き続き、電力・ガス取引監視
等委員会において、資源エネルギー庁及び電力広域的運営推進機関の協力を得つつ検討を深
めることとしてはどうか。

系統不足時 不足ＢＧ 余剰ＢＧ

Ｐ＞Ｖ１ Ｐ Ｖ１

Ｐ＜Ｖ１ Ｖ１ Ｖ１

系統余剰時 不足ＢＧ 余剰ＢＧ

Ｐ＞Ｖ２ Ｖ２ Ｖ２

Ｐ＜Ｖ２ Ｖ２ Ｐ

需給調整市場開設後のインバランス料金制度の基本設計の方向性

・Ｐ：卸市場価格を参照した価格
・Ｖ１／Ｖ２：上げ調整力コスト／下げ調整力コスト

【電力・ガス取引監視等委員会において詳細に御検討いただいた点】
•卸電力市場価格及び調整力コストの具体的な参照方法
•系統の不足／余剰の判定方法
•需給ひっ迫時におけるインバランス料金の考え方
•インバランス料金に係るタイムリーな情報公表の在り方

２．適正な需給メカニズムを働かせるためのインバランス料金制度の在り方（中長期対応）



３．再生可能エネルギー由来のインバランスの削減に向けた取組

 現行のFITインバランス特例①（特に太陽光・風力）では、前々日の気象予報等に基づき送配電事業者が
予測した計画値が前々日の16時にBGに通知され、BGはそれに基づいて計画を作成するため、実需給断面で
大きなインバランスが発生する可能性が非常に高いが、当該インバランスに係るリスクは全て一般送配電事業者
が負っている。

【短期的な取組】

 FITインバランス特例①に起因するインバランスの削減に向けた短期的な取組として、発電予測量の通知時間
の見直しを検討し、BG及び一般送配電事業者の実務への影響も考慮した上で、前々日16時に一度通知を
した後に、前日6時に再通知を行う運用へと見直しを行うこととした。

 上記運用の開始時期は、システム改修等に要する期間を踏まえて詳細に検討していくこととされていたところ、事
業者の準備に要する期間を考慮し、2020年4月から運用の見直しを行うこととしたい。

【中長期的な取組】

 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会においては、 FIT制度の抜本見直しに当たり、
競争力ある電源への成長が見込まれる電源の新規認定案件について、再エネ事業者自らが電力市場を通じて
電気を販売し、他の発電事業者と同様に、インバランスの調整や市場の電力価格、系統負荷等を意識した投
資・発電を促していくことが方向性として掲げられている。

 上記のFIT制度の抜本見直しに係る議論も踏まえ、再エネ事業者の自立化を見据えれば、中長期的には、市
場全体における調整コストの抑制に向けて、太陽光予測誤差の削減に向けた取組、再エネ事業者自身が自ら
需給調整を行うことができる仕組み作り等が必要ではないか。

 併せて、太陽光予測誤差の大外しを減らすため、気象予測精度向上に向けた技術的検討についても進めてい
く。また、電力広域的運営推進機関において、一般送配電事業者による再エネ予測の精度向上に係る取組に
ついて確認し、好事例の展開・共有化に努めていただく。
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４．多様な調達手段の確保（市場環境に合わせた時間前市場の機能強化）

 時間前市場は、発電・小売事業者が前日正午に翌日計画を電力広域的運営推進機関に提出
した後、前日17時から実需給１時間前（ゲートクローズ）までの間に、需給を極力一致させるた
めに最終的な需給調整を行う場として位置付けられている。

 時間前市場における取引ニーズは、翌日計画における小売側の需要計画と調達計画（確保済
み分）との差に加え、前日正午に翌日計画を電力広域的運営推進機関に提出した後に発生す
る小売側の需要計画と発電側の発電計画からの変動誤差がその源泉となると考えられる。なお、
FIT対象の太陽光発電等の再生可能エネルギーの予測誤差については、FITインバランスとして、
小売事業者に需給調整の必要がない特例として扱われており、調整力で対応されている。

 今後、インバランス料金制度の見直しにより、需給一致を促すインセンティブがより働くようになると、
インバランス精算でなく、時間前市場でゲートクローズまでの需給調整を行うインセンティブが増すこ
とが想定される。また、再エネ事業者の自立化を見据えると、再エネの発電計画は直前まで変動
するところ、スポット市場締切後、変動誤差を調整する場として、時間前市場の活用ニーズが増す
ことも想定される。

 こうした制度の見直しや市場環境の変化を踏まえ、時間前市場を通じた需給調整機能の強化が
必要と考えられる。電力・ガス取引監視等委員会において、電力広域的運営推進機関の協力を
得つつ、時間前市場の在り方について検討が行われているところ、これと連携しつつ、時間前市場
の在り方について検討を進めていく。
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５．多様な調達手段の確保（電力先物取引）

 市場参加者が市場メカニズムを適切に活用できるようにするためには、市場を通じた多様な調達
手段の確保が必要である。

 2019年3月に、東京商品取引所（TOCOM）より電力先物取引の試験上場申請がなされ、
8月9日付で認可され、9月17日に直近15限月の電力先物商品が取引開始予定である。

 また、TOCOMに加えて欧州エネルギー取引所（EEX）も日本における電力先物取引への参入
を進めており、EEXは2020年前半より、日本の電力デリバティブ取引の清算サービスを開始予定
であることを表明している。
※EEXホームページ（https://www.eex.com/en/about/newsroom/news-detail/eex-group-to-launch-clearing-services-

for-japanese-power-derivatives-in-2020-/98662）参照

 今後、市場参加者ニーズを踏まえた先物市場の形成が期待される。
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６．多様な調達手段の確保（市場の整備）

 電力先物取引の精算に当たっては、日本卸電力取引所における現物取引価格が重要な指標と
なることから、北海道胆振東部地震が発生した際のように、卸電力取引市場が停止した場合、電
力先物取引の精算にも影響が及ぶ。

 上記を鑑みれば、電力先物取引の適正な発展を促す観点からも、卸電力取引市場の停止・再
開基準及び市場停止中のインバランス料金について、事前のルール化が必要と考えられる。した
がって、災害時等の緊急時における市場運用とインバランス料金の在り方に関する検討は、電力
先物取引の促進の観点からも、検討を進めていく。

※市場停止期間においては、インバランス料金が先物取引のインデックスとして利用されうると考えられる。

 インバランス料金の基本的な考え方としては、①一般送配電事業者が調整力コストを適切に回収
できるものであること、②系統利用者に対して需給調整の円滑化に向けた適切なインセンティブと
なること、③インバランス料金が、実需給の電気の価値を表していることが必要であると整理を行っ
てきたところ、この観点からは、市場停止時のインバランス料金についても、その時点での電気の価
値を反映したインバランス料金となることが望ましい。

 また、2021年度以降のインバランス料金制度の詳細については、資源エネルギー庁及び電力広
域的運営推進機関の協力を得つつ、電力・ガス取引監視等委員会において制度設計が行われ
ているところ、これとの整合性についても留意が必要。

 以上の観点を踏まえ、卸電力市場の停止・再開基準の在り方及び市場停止時のインバランス料
金について、引き続き検討していく。
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（参考） 第19回電力・ガス基本政策小委員会
（2019.6）事務局資料
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【論点２】市場が停止している場合のインバランス料金

 北海道胆振東部地震の際には、市場停止期間中の北海道エリアについて、取引停止期間中のイ
ンバランス料金の算定方法が予め決まっていなかったことから、特例的に、仮想的な市場価格として
市場停止前後一週間のエリアプライスの平均値をインバランス料金単価とすることを事後的に決定し
た。

 一方で、上記のような状況においては、北海道エリアの需給は平常時と比較して相当ひっ迫していた
と考えられ、2021年度以降は、需給ひっ迫時にはDRの発動コストも勘案したインバランス料金の算
定を行うことが、現在、電力・ガス取引監視等委員会において議論されている。

 上記を踏まえつつ、供給力（需要抑制分を含む）を供出する側及び調達する側の双方にとって一
定の合理性のある、市場停止時のインバランス料金について、短期的（～2020年度）・中長期
的（2021年度以降）な算定方法を、それぞれ予め定めておくことが適切ではないか。

（参考） 第19回電力・ガス基本政策小委員会
（2019.6）事務局資料







（参考）本小委員会等におけるこれまで
の議論
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（参考） 第14回電力・ガス基本政策小委員会
（2018.12）事務局資料
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電源① 競争力ある電源への成長が見込まれる電源（競争電源）

技術革新等を通じて、発電コストが着実に低減している電源、又は発電コストが低
廉な電源として活用し得る電源（例：大規模事業用太陽光発電、風力発電）について
は、今後、更にコスト競争力を高め、FIT制度からの自立化が見込める電源（競争電
源）として、現行制度の下での入札を通じてコストダウンの加速化を図るとともに、
再生可能エネルギーが電力市場の中で競争力のある電源となることを促す制度を整備
し、電源ごとの案件の形成状況を見ながら、電力市場への統合を図っていくことが適
切である。
具体的には、再エネ発電事業者自らが電力市場を通じて電気を販売し、他の発電事

業者と同様に、インバランスの調整や市場の電力価格、系統負荷等を意識した投資・
発電を促しつつ、引き続き投資回収についての一定の予見性を確保できる仕組みを目
指し、そのための補助の水準を順次縮小していくことにより、国民負担の抑制を図っ
ていくことが適切である。

（以下、略）

（参考）再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会

中間整理（第3次）（抜粋）











（参考）現行の常時BU

 常時BUの価格や上限量は、 「適正な電力取引についての指針」において、以下のとおり
整理されている。

• 旧一般電気事業者との契約に基づく期限（広域機関への計画提出期限である前日12
時に間に合う期限）までに、必要量を申請。

• 月ごとに契約変更可能（2か月ほど前に契約変更申し込み。）
※１年に満たないで契約を減少する場合、割増料金が請求される。

供給者

• 各エリアの旧一般電気事業者（各エリアごとに常時補給電力契約を締結）

契約可能範囲（利用枠）

• 新規参入者が新たに需要拡大をする場合に、その量に応じて一定割合
（特高・高圧：３割、低圧：１割）

料金体系

• 基本料金と従量料金の二部料金制、燃料調整制度により燃料価格に連動
※経過措置料金における全電源の平均コストを基に、自社小売への卸供給の料金と比べて
不当に高くならないよう設定

必要な手続
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